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国の令和５年度補正予算におけるＬＰガス関連予算について 

                      (お知らせ) 

 

 

標記につきましては、令和５年１１月１０日付け全Ｌ協保安・業務Ｇ５第１４６号「ＬＰ

ガス料金上昇抑制に向けた地方創生臨時交付金の活用の働きかけについて」におきまして、

全国ＬＰガス政治連盟(全Ｌ協)から自由民主党ＬＰＧ対策議員連盟(以下、「議連」)に対し、

総合経済対策を策定の際には、ＬＰガスを利用されている国民の負担の軽減に向けた対策等

の予算措置を講じていただきたい旨の要望書を９月２７日付けで提出するとともに、１０月

２６日開催の議連総会においても同様の要望を行ったところです。 

 

この度、令和５年１１月１０日に令和５年度補正予算案が閣議決定され、ＬＰガス関連予

算におかれまして、別添１・２のとおり補正予算が公表されましたのでお知らせいたします。 

 

記 

 

資源エネルギー庁 燃料流通政策室 関係 

１．物価高により厳しい状況にある生活者・事業者への支援 

小売価格低減に資する石油ガス配送合理化・設備導入促進補助金【７７億円】 

遠隔でのガス栓の開閉や遠隔検針が可能なスマートメーター、配送車両等の導入、充て

ん所の自動化等に資する設備の導入支援を行うことで、人手不足解消、配送業務の効率化

を図る。また、ＬＰガスタンク等の導入支援を行うことで、需要家側のガス購入コストの

低減を図る。 

 

２．防災・減災、国土強靭化の推進 

災害時に備えた社会的重要インフラへの自衛的な燃料備蓄の推進事業【２０億円】 

避難所や多数の避難者・避難困難者が発生する施設等の社会的重要インフラにＬＰガ

ス・石油製品の「自衛的備蓄」を促し、災害対応能力を強化する。 

 



※上記の他、生活者には、ＬＰガス使用世帯への給付等の支援や、省エネ家電買い換え

支援や賃貸集合住宅向けの断熱窓への改修支援、事業者には、特別高圧やＬＰガスを

使用する中小企業等への支援など、地域の実情に応じたエネルギー価格高騰対策支援

を引き続き行うため、内閣府にて「重点支援地方交付金」【０．５兆円（ＬＰガス、

省エネ、特別高圧関連はこの内数）】を追加。 

 

資源エネルギー庁 省エネルギー課、水素・アンモニア課 関係 

○エネルギーコスト上昇に対する経済社会の耐性の強化 

高効率給湯器導入促進による家庭部門の省エネルギー推進事業費 補助金【５８０億円】 

家庭のエネルギー消費の約３割を占める給湯分野につき、高効率給湯器の導入を支援。 

また、寒冷地の高額な電気代の要因となっている蓄熱暖房機等の設備を一新する場合に

は、加算措置を行う。 

 

既存賃貸集合住宅の省エネ化支援事業【１８５億円】 

設置スペース等の都合から、ヒートポンプ給湯機等の高効率給湯器の導入が難しい賃貸

集合住宅向けに、小型の省エネ型給湯器（エコジョーズ等）の導入支援策を新設。 

 
 
 

以 上 
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